令和８年度福岡県消費者安全確保地域協議会議事概要

１ 日時
令和８年９月１日（月）　１４：００～１５：２０

２ 開催方法
ＷＥＢ開催
（事務局会場：県庁市町村・地域振興部会議室（１０階南棟西側））

３ 出席者
配付資料中「出席者名簿」のとおり

４ 開会
事務局（県生活安全課）が開会宣言をした。

５ 開会あいさつ
会長（市町村・地域振興部長）が開会あいさつを行った。

６ 報告
（１）福岡県消費者安全確保地域協議会設置要綱の改正について
事務局（県生活安全課）から、資料１に基づいて報告を行った。

７ 議事
（１）福岡県の消費者安全確保のための取り組みについて
事務局（県生活安全課）から、資料２－１、２－２、２－３に基づいて説明を行った。

（２）福岡県内の消費生活相談等について
県消費生活センターから、資料３－１、３－２に基づいて説明を行った。

（３）多重債務問題に対する取り組みについて
事務局（県生活安全課）から、資料４に基づいて説明を行った。

（４）各団体・機関の取り組みについて
各団体・機関から、資料５に基づいてそれぞれ説明を行った。

８ 閉会あいさつ
会長（市町村・地域振興部長）が閉会あいさつを行った。

９ 閉会
事務局（県生活安全課）が閉会宣言をした。
７ 議事（１）福岡県の消費者安全確保のための取り組みに対して、以下の通り以下のとおり質疑があった。

［問（特定非営利活動法人消費者支援機構福岡）］
　令和８年度より、地方消費者行政強化交金事業については従来の相談機能維持・未然防止型に加え、広域連携推進・強化型や見守り連携強化型などのメニューが新設された。福岡県においては令和8年度以降どのような形で取り組みを行っているか。

［答（事務局（県生活安全課））］
市町村にも交付金活用に向けた情報共有を行い、活用についての相談があった際には個別に相談に応じている。交付金未活用の自治体に対しては、新規メニューが活用できる場面があれば積極的に呼び掛けを行っていく。



協議会の取り組みに対して、以下の通り意見交換が行われた。

［特定非営利活動法人消費者支援機構福岡］
　　民法等の一部を改正する法律の施行により、２年度には成年後見人制度が廃止される。この制度変更を悪用し、判断能力が不十分な方をターゲットにした悪徳商法が増加する恐れがある。本協議会として、福祉部門・消費者行政部門がより密接に連携し、取り組みを強化していく必要があると考える。

[bookmark: _GoBack]［事務局（県生活安全課）］
いただいた御意見について、今後の協議会運営の参考とさせていただきたい。御意見のとおり、高齢者や知的障がいがある方などの被害防止のためには、福祉部局と消費者行政部局の連携は重要であり、本協議会としても構成団体を含め福祉部局との連携を強化していきたい。
